














1．御社は、現下の状況を受けて、事業継続についてどう感じていますか。また、御社の業歴について
　　お答えください。　
　

　

2.御社では、事業継続を困難化させる要因について、どのようなリスクを重視していますか。

　

　 

4.御社が事業継続計画（BCP)を作成（予定を含みます）している場合は、そのきっかけについて、作成
　していない場合は現在の状況についてお答えください。

　

　

5.御社では、事業継続にあたって、常日頃から頼りにしている相談先はありますか。

3.御社では、災害に備え、どのような対策を取っていますか。

特別調査 ・・・ 「新型コロナ感染拡大長期化の影響と新常態（ニューノーマル への対応について」特別調査 ・・・・・・・・・・・ 「中小企業の事業継続について」

事業継続についてどう感じているかについては、「強く危機を感じている」が 社、「やや危機を感

じている」が 社で危機を感じているとの回答が約 割を占めた。一方、「むしろ好機と感じている」

との回答も 社あった。業歴については、「 年以上 年未満」が 社で最も多かった。「 年以上」

の業歴の会社は 社あった。

災害に備え、どのような対策を取っているかについては、「損害保険への加入」が 社と最も多く、

次いで「技術や情報のバックアップ」が 社、「社内の連絡体制の整備」が 社と多かった。一方、

「特に対策は取っていない」との回答が 社あった。 （最大 つまで複数回答）

事業継続にあたって、常日頃から頼りに

している相談先については、⑦「税理士・

公認会計士」が 社と最も多く、次いで、

⑥「金融機関」が 社と多かった。一方

⓪「特にない」との回答が 社あった。

（最大 つまで複数回答）

事業継続を困難化させる要因については、「仕入や調達の困難化」が 社と最も多く、次いで「従業員

の参集不能」が 社と多かった。一方、「特にリスクは意識していない」との回答が 社あった。

最大 つまで複数回答）

事業継続計画（ を作成している場合の

きっかけについては、⑥「その他」が 社、

②「業界団体からの薦め」が 社と比較的多

かった。作成している（予定している）会社

は 社で、回答企業の 割弱であった。作成

していない場合の現在の状況については、⑨

「 についてよくわからない」が 社と最

も多く、次いで⓪「当社には必要ない」が

社と多かった。⑦「日常業務が忙しく余

裕がない」との回答も 社と多く、事業継続

計画作成の課題の つと思われる。
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⓪当初から予定はなく、設備投資はしない 

⑨予定はあったが、中止・凍結した 

⑧当初予定はなかったが補助金等の活用により実施 

⑦計画を後ろ倒しして実施 

⑥当初予定通り実施 

⑤設備投資の意向はない 

④合理化・省力化・IT化 

③生産・販売能力増強 

②老朽化設備等の更新 

①新製品・新サービス進出対応 

①～⑥･･･ＢＣＰを作成（予定）している ⑦～⓪・・・ＢＣＰを作成していない 
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⓪当社には必要ない 
⑨BCPについてよくわからない 
⑧作成のための人材がいない 

⑦日常業務が忙しく余裕がない 
⑥その他 

⑤自社が災害・被害にあった 
④他社が災害・被害を受けた 

③取引先からの要求 
②業界団体からの薦め 

①行政からの薦め 
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⓪特にない 
⑨診断士等コンサルタント 

⑧弁護士 
⑦税理士・公認会計士 

⑥金融機関 
⑤警察署・消防署 

④取引先 
③業界団体・同業他社 
②商工会・商工会議所 

①地方自治体 
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①地方自治体

②商工会・商工会議所 

③業界団体・同業他社 

④取引先

⑤警察署・消防署 

⑥金融機関

⑦税理士・公認会計士 

⑧弁護士

⑨診断士等コンサルタント

⓪特にない 

①行政からの薦め 

②業界団体からの薦め 

③取引先からの要求

④他社が災害・被害を受けた

⑤自社が災害・被害にあった

⑥その他

⑦日常業務が忙しく余裕がない 

⑧作成のための人材がいない

⑨BCPについてよくわからない

⓪当社には必要ない 
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株式会社カミノキ  ～最新の技術と設備で高精度な製品づくりへの挑戦～  
代 表 者   : 代表取締役 横塚 寛                 

本社所在地 ：横浜市鶴見区北寺尾７－１－９ 

工   場 ：鶴見工場（横浜市鶴見区北寺尾 7－1－9） 

             鴨居工場（横浜市緑区白山 1－15－17） 

創    業 ：昭和 28年 4 月 

事 業 内 容：プラスチック製工業部品、フッ素樹脂関連事業、 

             半導体関連事業、プラスチック製品成形加工 

        

  

Ⅰ．経営方針・モットー・特色 

 当社は創業以来「できないことをできるように

する」を理念に掲げ、メーカーとしての道を真摯

に歩んできました。68年経った今、この理念は当

社の社風として根付いており、お客さまが他社で

できないと言われた相談を受けた場合、簡単には

諦めず満足頂ける製品の提供へとつなげることに

挑戦し続けています。この他社ではできない製品

づくりを支えているのが、当社の特徴である最新

設備の導入・刷新、成形と加工における高度な技

術やノウハウ及び新技術の習得・蓄積、各部署連

携による一貫生産体制です。 

Ⅱ．景況について 

部品製造業の景況は当社を含めて回復傾向にあ

ると感じています。当社主力商品である半導体関

連部品事業については現況活況であり、当面の間

の受注は活発な状況です。また、当社フッ素樹脂

関連事業の一つであるイオン交換膜のベース材の

受注も安定的かつ増加傾向にあります。この交換

膜は、飲料水等の浄化に使用されるもので今後途

上国等での需要が期待されています。当社受注状

況以外では、取引先よりの情報で電気自動車関連

部品の受注が好評であるとのことです。 

現在の厳しいコロナ禍において各企業は業績不

振に苦慮していますが、そのなかでも技術の高度

化や環境への配慮等に対する需要は増加しており

製造業への期待は高まっていると考えます。 

Ⅲ．社員教育の徹底と技術の承継 

 当社のモノづくりで、一番の要は社員の高い技

術力です。製品の精度や生産能力を高めるために

は最新鋭の機械の導入も大事です。しかし「でき

ないことをできるようにする」「お客さまに満足 

頂ける製品の提供」のためにはヒトの技術力が不

可決です。熟練した有技術者による機械設定の細

やかな調整作業や、機械が不得意とする加工の一

部については有技術者の手作業で補完してこそお

客さまが求める精度の高い製品の提供が可能にな

ると考えるからです。この考えのもと、当社は社

員教育を大切にしてきました。特に新入社員向け

の教育をより大切に考え、新入社員に対し先輩社

員による半年間のマンツーマン指導を行っていま

す。また、このマンツーマン指導が終わり、一人

立ちした後も先輩社員に相談しやすい職場環境・

雰囲気づくりを整えてきました。これらの取り組

みと合わせて、言葉で説明するだけでは教えるこ

とにならない、練習をしっかりしたうえで本番に

臨む、失敗も大事な経験、仕事を任せ責任感を養

う等の教育方針で社員教育を行ってきました。こ

の取り組みは社員が「作ることの喜び」を得られ

ることを目標にしてきました。これらの教育の環

境づくりの結果として、社内の高度な技術力の承

継があると確信しています。 

Ⅳ.今後の展望について 

 半導体の製造過程で使用する樹脂製品では大型

化がトレンドとなっています。このトレンドへの 

対応、より効率的な製造ライン構築のため、大き

な敷地への工場移転も検討する必要があると思っ

ています。今後も時代の流れを的確に掴み、お客 

さまが求める製品を提供出来る樹脂加工メーカー 

であり続けたいと思います。 

お客さま景況インタビュー 
インタビュー日付 

2021 年 6月 1日 

代表取締役　横塚　寛　　　　　　　　　　　　　　　　

横浜市鶴見区北寺尾７－１－９

鶴見工場（横浜市鶴見区北寺尾 7－ 1－ 9）

鴨居工場（横浜市緑区白山 1－ 15 － 17）

昭和 28 年 4 月

プラスチック製工業部品、フッ素樹脂関連事業、

半導体関連事業、プラスチック製品成形加工
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